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資料１-１ 

第１回委員会での内容の振り返り 

 

第１回での意見や質問について記載。 

今回は、下線部分についての見解を紹介。 

 

＜藤田委員長＞ 

・要保護児童対策地域協議会の統計件数も取り上げていただきたい。 

・若者の声を聞いて、政策に組み込んでいくことはこれから大事だと思う。 

＜藤田委員長、徳田委員＞ 

・ひとり親の貧困状況についての調査結果が欲しい。 

＜伊豆田副委員長＞ 

・大人がこどもの権利の本質をどれだけ正しく理解するかが必要。 

・「育成」という言葉を使っても良いかも議論が必要。 

・「浜松市子ども育成条例」の改正か廃止について、二つの条例を併存するのはイメージ 

として難しい。 

＜大嶋委員＞ 

・いじめを受けて不登校になったり、人前に出ることができない人たちが少しでも 

前に進められるような効果があるものになると良い。 

・不登校のこどもが自身の思いを出せる機会があると良い。 

・こどもの権利について、何が大事かを考えながら条例ができると良い。 

・権利の侵害があった時にそれに対して介入出来る委員会のようなものを設置して欲しい。 

＜原田委員＞ 

・これからの条例は実効性があって守られるものになると良い。 

・子ども育成条例でこれまでと何が変ったのか。 

＜雨宮委員＞ 

・浜松市として、こどもの権利に関する意識や認知度についての調査結果が欲しい。 

・「障害のあるこども・若者、発達に特性のあるこども・若者の地域社会への参加・包 

容（インクルージョン）が推進されている」と思う人の割合が少ない。合理的な配慮 

を条例の中でも捉えて欲しい。 

・マイノリティにある障害のあるこどもたちの意見表明の場が欲しい。 

＜土屋委員＞ 

・浜松市がこどもの権利に関する条例を策定していくとこは、こどもの権利について、 

こどもたちが学べて知る機会になっていくので、ありがたい取り組みだと思う。 

・こどもたちの意見や考えを取り入れると、こどもたちの中で、「自分たちの権利って何

だ」とか、「自分たちでも、地域を変えられる」という所に繋がると思う。 

＜中村委員＞ 

・こどもたちがこどもの権利に関する条例についてどう思うかを聞く場や機会が欲しい。 

＜事務局＞ 

・条例の普及啓発についてご意見を伺っていく。 

・他都市の条例について紹介する。 

 

 

 

資料１ 

資料１-２ 

 資料２ 
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１ 要保護児童対策地域協議会活動の統計について 

 （１）実務者会議の開催実績 

   令和 5 年度は、定期的に 1,348 人の支援対象児童等（特定妊婦、要支援児童、要保護児童を

指す。）の支援状況の確認及び評価を実施。 

   

【表 1】                            （単位：件）  

 

                                （  ）内は、特定妊婦の再掲 

出典：浜松市子育て支援課 

 

  （２）対象者区分 

令和 5 年度の進行管理ケースの対象者区分をみると、「要保護児童の虐待」が 749 件 

（55.6％）と最も高く、次いで「要保護児童のその他」が 377 件（28.0％）であった。 

特定妊婦の実人数は 84 件。 

【表 2】 

 
出典：浜松市子育て支援課 

実 延 実 延 実 延

中 24
535
(29)

1,811 24
466
(16)

1,537 24
428
(23)

1,502 62.6

東 12
196
(6)

701 12
192
(3)

599 12
180
(12)

591 49.3

西 12
211
(15)

654 12
170
(14)

593 12
183
(16)

686 57.2

南 12
222
(10)

676 12
172
(2)

549 12
185
(10)

602 50.2

浜名 12
100
(4)

289 12
107
(3)

316 12
136
(10)

435 36.3

北 12
122
(4)

381 12
172
(12)

601 12
194
(10)

605 50.4

天竜区 天竜 12
51
(2)

165 12
42
(0)

130 12
42
(3)

146 12.2

96
1,437
(70)

4,677 96
1,321
(50)

4,325 96
1,348
(84)

4,567 47.6

1回
平均開催

回数（回）
件数 開催

回数（回）
件数 開催

回数（回）
件数

中
央
区

浜
名
区

計

区とエリア
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

虐待

中 24 268 428 229

東 12 113 180 106

西 12 118 183 99

南 12 111 185 92

浜名 12 78 136 84

北 12 109 194 121

天竜 12 23 42 18

計 96 820 1348 749

割合 - - 100% 55.6%

R4 96 821 1321 741

開催
回数
（回）

令和５年度進行管理ケース

実世
帯数

（世帯）

実件数
（件）

その他

対象者区分

要保護児童
要支援
児童

非行
児童等

特定
妊婦

164 9 3 23

33 25 4 12

26 16 0 10

22 40 1 10

48 20 0 16

78 4 1 10

28.0% 9.6% 0.7% 6.2%

365 156 9 50

6 15 0 3

377 129 9 84

資料１-１ 
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（３）世帯の状況 

    進行管理ケースの世帯状況は、「夫婦とこどもから成る世帯」が 449 件（54.8％）、 

「ひとり親とこどもから成る世帯」215 件（26.2％）、「2 世帯」81 件（9.9％）であった。 

【表 3】                         （単位：件） 

 

出典：浜松市子育て支援課 

 

（４）年齢別状況 

     令和 5 年度の進行管理ケース 1,348 件のうち、特定妊婦 84 件（6.2％）、未就園年齢 312

件（23.1％）、就園年齢 246 件（18.2％）、小学生 399 件（29.6％）、中学生 191 件（14.2％）、

高校生その他 116 件（8.6％）であった。 

【表 4】                              （単位：件）  

 

出典：浜松市子育て支援課 

男親とこども 女親とこども

中 125 72 6 66 29 42 268

東 56 43 3 40 9 5 113

西 86 23 1 22 6 3 118

南 69 30 3 27 6 6 111

浜名 39 20 6 14 13 6 78

北 62 23 2 21 16 8 109

天竜 12 4 0 4 2 5 23

計 449 215 21 194 81 75 820

％ 54.8% 26.2% - - 9.9% 9.1% 100.0%

R4 441 228 28 200 94 58 821

実世帯数

計夫婦とこども
から成る世帯

ひとり親とこどもから成る世帯 2世帯（親又は
配偶者の親と
の同居あり）

その他

小計 0歳 1歳 2歳 3歳

中 428 23 100 6 27 35 32 82 124 56 43

東 180 12 41 15 9 13 4 31 56 23 17

西 183 16 52 17 10 15 10 32 48 24 11

南 185 10 37 15 10 11 1 40 51 32 15

浜名 136 10 32 10 7 8 7 13 46 24 11

北 194 10 39 6 14 10 9 42 68 22 13

天竜 42 3 11 5 3 2 1 6 6 10 6

計 1,348 84 312 74 80 94 64 246 399 191 116

％ 100% 6.2% 23.1% 5.5% 5.9% 7.0% 4.7% 18.2% 29.6% 14.2% 8.6%

R4 1,321 50 339 99 79 91 70 202 416 194 120

未就園児
高校生
その他

実件数
特定
妊婦

乳幼児 学齢児

就園児 小学生 中学生
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２ ひとり親家庭等でのこどもの貧困状況について 

全国調査では一定の所得水準以下で生活するこどもの割合を示す「こどもの貧困率」は改善傾

向にあるが、おおむね9人に1人が困窮し、何らかの支援を必要としている。特に、ひとり親家庭

が含まれる「大人が1人の世帯」では、半数近くが経済的な困難さを抱えている。 

生活保護受給世帯、児童扶養手当受給世帯に属するこどもの数は減少しており、19歳以下人口

に対する比率も低下傾向にある。一方で、就学援助の認定率は上昇傾向にある。 

 

（１）全国調査における貧困率の年次推移 （単位：％） 
 

旧基準 新基準 

平 成 12 年

（2000年） 

平 成 15 年

（2003年） 

平 成 18 年

（2006年） 

平 成 21 年

（2009年） 

平 成 24 年

（2012年） 

平 成 27 年

（2015年） 

平 成 30 年

（2018年） 

平 成 30 年

（2018年） 

令 和 ３ 年

（2021年） 

こどもの 

貧困率 
14.4 13.7 14.2 15.7 16.3 13.9 13.5 14.0 11.5 

大人が1人 58.2 58.7 54.3 50.8 54.6 50.8 48.1 48.3 44.5 

大人が2人

以上 
11.5 10.5 10.2 12.7 12.4 10.7 10.7 11.2 8.6 

※新基準は、2015年に改定されたOECDの所得定義の新たな基準で、従来の可処分所得から更に「自動
車税・軽自動車税・自動車重量税」、「企業年金の掛金」及び「仕送り額」を差し引いたものである。 

出典：国民生活基礎調査 

 

（２）ひとり親家庭のこどもの状況 

■浜松市の母子家庭、父子家庭の世帯数の推移 （単位：世帯） 
 

平成17年 

（2005年） 

平成22年 

（2010年） 

平成27年 

（2015年） 

令和２年 

（2020年） 

母子家庭 3,585 3,892 4,036 4,033 

父子家庭 493 486 473 519 

※母子家庭：未婚、死別または離別の女親と、その未婚の20歳未満のこどものみから成る一般世帯（他の世帯員がいない

もの） 

※父子家庭：未婚、死別または離別の男親と、その未婚の20歳未満のこどものみから成る一般世帯（他の世帯員がいない

もの） 

出典：国勢調査 

（３）浜松市内の生活保護受給世帯のこどもの状況 

■19歳以下の被保護人員、人口比率の推移 （単位：人） 

 平 成 27 年

（2015年） 

平 成 28 年

（2016年） 

平 成 29 年

（2017年） 

平 成 30 年

（2018年） 

令 和 元 年

（2019年） 

令 和 ２ 年

（2020年） 

令 和 ３ 年

（2021年） 

令 和 ４ 年

（2022年） 

被保護人員 7,223 7,211 7,149 7,002 6,976 6,965 7,012 6,980 

 
19歳以下 996 967 898 827 809 753 718 665 

19歳以下人口に 

対する比率 
0.67% 0.65% 0.61% 0.57% 0.56% 0.53% 0.51% 0.49% 

出典：厚生労働省 被保護者調査、浜松市人口統計 

■浜松市の中学卒業後の進路の比較（令和４（2022）年） （単位：％） 
 進学率 就職率 その他 その他の内容 

全中学校卒業者（n=7,497） 98.63 0.09 1.28 - 

生活保護世帯に属する 

中学校卒業者（n=50） 
86.00 0.00 14.00 

・職業訓練校通所 
・就職活動中 等 

出典：文部科学省 学校基本調査、浜松市健康福祉部福祉総務課 

 

資料１-２ 
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（４）児童扶養手当の受給状況 

■世帯数の推移                              （単位：世帯） 

 

■児童数の推移                                （単位：人） 

 平 成 27 年

（2015年） 

平 成 28 年

（2016年） 

平 成 29 年

（2017年） 

平 成 30 年

（2018年） 

令 和 元 年

（2019年） 

令 和 ２ 年

（2020年） 

令 和 ３ 年

（2021年） 

令 和 ４ 年

（2022年） 

19歳以下のこどもの
数 

148,667 147,532 146,091 144,057 142,260 139,803 137,066 134,397 

児童扶養手当受給世帯
のこどもの数 

7,418 7,307 7,112 6,866 6,592 6,611 6,462 6,170 

19歳以下のこどもに 

占める割合 
4.99% 4.95% 4.87% 4.77% 4.63% 4.73% 4.71% 4.59% 

出典：福祉行政報告例（各年度末現在）、浜松市人口統計（翌年度４月１日現在） 

 

（５）就学援助認定者の状況 

■就学援助認定者数の推移                          （単位：人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：浜松市教育支援課 
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■令和 5 年度実施「浜松市 子どもの生活実態調査」調査報告書より 

調査の目的：主に「子どもの貧困対策」の施策の基礎資料とすることを目的に、家庭の状況やこど

もの生活実態を把握する。 

調査期間 ：令和 6 年 1 月 1 日～1 月 25 日 

調査対象 ：小学校 5 年生とその保護者 2,500 世帯（有効回答数 1,206 件 48.2％） 

中学校 5 年生とその保護者 2,500 世帯（有効回答数 1,058 件 42.3％） 

 

設問【小 5・中 2】学校の授業がわからないことがあるか  

 
 学校の授業の理解度について、全体では「いつもわかる」（16.1％）と「だいたいわかる」（42.8％）

を合わせた『わかる』は 58.9％となった。「教科によってはわからない」（30.0％）、「わからな

いことが多い」（5.3％）、「ほとんどわからない」（2.5％）をあわせた『わからない』は 37.8％

となった。 

 困窮判定別にみると、困窮度合いが高いほど『わかる』が低く、『わからない』が高くなってお

り、困窮群は『わかる』42.0％、『わからない』56.4％となった。 

16.1 

11.5 

9.6 

17.0 

16.7 

10.6 

17.8 

14.5 

42.8 

30.5 

41.3 

44.7 

44.0 

31.0 

46.4 

38.8 

30.0 

36.6 

33.7 

28.7 

29.3 

37.0 

26.5 

34.2 

5.3 

9.9 

7.2 

4.7 

4.7 

10.6 

5.0 

5.9 

2.5 

9.9 

3.8 

1.9 

2.1 

6.5 

1.8 

3.3 

3.3 

1.5 

4.3 

3.1 

3.1 

4.2 

2.5 

3.3 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体（2292人）

（困窮判定別）

困窮群（131人）

困窮予備群（208人）

一般群（1720人）

（世帯構成別）

ふたり親（2069人）

ひとり親（216人）

（学年別）

小学５年生（1206人）

中学２年生（1058人）

いつもわかる だいたいわかる 教科によってはわからない
わからないことが多い ほとんどわからない 無回答
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 世帯構成別にみると、『わかる』はふたり親が 60.7％、ひとり親が 41.6％と 19.1 ポイントの差

がみられた。 

 学年別にみると、『わかる』は小学 5 年生が 64.2％、中学 2 年生が 53.3％と 10.9 ポイントの差

がみられた。 

 

設問【小 5・中 2 保護者】親が習い事に通わせているか  

 
 親が習い事に通わせているかについて、全体では「している」が 78.8％となった。通わせていな

い理由については、「方針でしない」が 12.6％、「経済的にできない」が 7.7％となった。 

 困窮判定別にみると、困窮度合いが高いほど「している」が低くなり、一般群（83.1％）と困窮

群（48.9％）は 34.2 ポイントの差があった。また、困窮度合いが高いほど「経済的にできない」が

高くなり、一般群が 4.5％にとどまるのに対し、困窮群は 35.9％と高かった。 

 世帯構成別に「経済的にできない」をみると、ふたり親が 5.5％、ひとり親が 29.2％となり、ひ

とり親の方が 23.7 ポイント高かった。 

 

78.8 

48.9 

63.0 

83.1 

81.5 

53.7 

87.3 

69.6 

12.6 

15.3 

16.3 

11.8 

12.3 

15.3 

7.0 

18.8 

7.7 

35.9 

18.8 

4.5 

5.5 

29.2 

5.3 

10.1 

0.9 

1.9 

0.6 

0.7 

1.9 

0.3 

1.5 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体（2292人）

（困窮判定別）

困窮群（131人）

困窮予備群（208人）

一般群（1720人）

（世帯構成別）

ふたり親（2069人）

ひとり親（216人）

（学年別）

小学５年生（1206人）

中学２年生（1058人）

している 方針でしない 経済的にできない 無回答



8 

 

設問【小 5・中 2 保護者】子どもの将来のために貯蓄をしているか  

 
子どもの将来のために貯蓄をしているかについて、全体では「している」が 70.5％を占めた。

「貯蓄したいが、できていない」は 28.8％で、「貯蓄するつもりはない」は 0.1％にとどまった。 

 困窮判定別にみると、困窮度合いが高いほど「貯蓄したいが、できていない」が高くなり、困窮

群は「貯蓄したいが、できていない」が 61.1％と「貯蓄している」（38.9％）を上回った。 

 世帯構成別に「貯蓄したいが、できていない」をみると、ふたり親が 26.1％、ひとり親が

55.6％となり、ひとり親の方が 29.5 ポイント高かった。 

 

70.5 

38.9 

42.8 

76.7 

73.4 

43.5 

72.8 

68.2 

28.8 

61.1 

56.3 

23.0 

26.1 

55.6 

26.8 

30.7 

0.1 

1.0 

0.1 

0.1 

0.5 

0.3 

0.6 

0.3 

0.5 

0.5 

0.4 

0.8 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体（2292人）

（困窮判定別）

困窮群（131人）

困窮予備群（208人）

一般群（1720人）

（世帯構成別）

ふたり親（2069人）

ひとり親（216人）

（学年別）

小学５年生（1206人）

中学２年生（1058人）

貯蓄をしている 貯蓄したいが、できていない 貯蓄をするつもりはない 無回答



他都市のこどもの権利条例整備状況
子どもの権利に関する条例を制定している自治体数　69自治体　（令和６年５月時点）（特定非営利活動法人子どもの権利条約総合研究所調べ）

市（区）
市民
区民

地域住民
学校等 保護者 施設関係

事業者
子ども

育成団体
救済機関 いじめ 体罰 虐待

川崎市 子どもの権利に関する条例
H13.４
H17.３改正

人権オンブズパーソン ○ ○ ○ ○ ○ ○ ー ー ○ ○ ○

・安心して生きる権利
・ありのままの自分でいる権利
・自分を守り、守られる権利
・自分を豊かにし、力づけられる権利
・自分で決める権利
・参加する権利
・個別の必要に応じて支援を受ける権利

・こどもの権利の日を条例で制定
・養育の支援として、こどもの養育において市からの支援や配慮
　を求める権利を規定
※日本で初めて策定
・子ども会議を条例で制定
【主な改正内容など（H17.３）】
・市の他法律改正に伴う軽微な文言修正
・条例内容に変更はなし

名古屋市 なごや子どもの権利条例
H20.４
R２.４改正

名古屋市子どもの権利相談室
「なごもっか」

○ ○ ○ ○ ○ ○ ー ー ○ ○ ○

・安全に安心して生きる権利
・一人一人が尊重される権利
・のびのびと豊かに育つ権利
・主体的に参加する権利

・子どもに関する総合的な計画の策定を定義
・なごや子ども・子育て支援協議会の設置を規定
【主な改正内容など（R２.４）】
・子どもが権利の主体であることを明記
・子どもの責任という表現を変更
・子どもの安全に関する権利を明確化
・「なごやこども条例」から「なごや子どもの権利条例」へ変更

札幌市 札幌市子どもの最善の利益
を実現するための権利条例

H21.４
子どもの権利救済機関
「札幌市子どもアシストセンター」

○ ○ ○ ー ○ ○ ー ー ○ ○ ○

・安心して生きる権利
・自分らしく生きる権利
・豊かに育つ権利
・参加する権利

・こどもの権利の日を条例で規定
・札幌市オンブズマン条例と連携

相模原市 相模原市子どもの権利条例 H27.４
さがみはら子どもの権利相談室
「さがみみ」

○ ○ ○ ー ○ ○ ー ○ ○ ○ ○

・安心して生きる権利
・心身ともに豊かに育つ権利
・自分を守り、守られる権利
・地域及び社会に参加する権利

・こどもの居場所、意見表明及び参加、情報発信を市と地域、
　施設管理者、設置者へ規定
・救済組織である相談室には子どもの権利救済職員と、職務遂行
　のための補職として子どもの権利相談員が置かれている
・こどもの権利の日を条例で規定

新潟市 新潟市子ども条例
R４.４
R６.４改正

新潟市子どもの権利相談室
「こころのレスキュー隊」

○ ○ ○ ○ ○ ○ ー ○ ○ ○ ○

・安心して生きる権利
・豊かに生き、育つ権利
・自分らしく生きる権利
・身近なおとなとの受容的な関係をつくる権利
・社会に参加する権利

・子どもの権利推進委員会の設置や子どもの権利月間及び子ども
　の権利週間を規定
【主な改正内容など（R６.４）】
・子どもの権利救済機関の設置など、子どもの権利侵害に対する
　相談、救済体制の条文を追加

千葉市
※策定中

こども・若者基本条例 R８.４予定 策定中 策定中 策定中 ー

富士市 富士市子どもの権利条例 R４.４
子どもなんでも相談
（富士市こども家庭センター内） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ー ○ ○ ○ ○

・生命、生存、発達の権利
・意見表明権
・子どもの最善の利益
・差別、不利益の禁止

・貧困の防止
・居場所づくりについて規定
・こどもの権利の日について規定
・こどもの権利の学習等への支援を規定

藤枝市 藤枝市こども基本条例 R６.４ ー ○ ○ ○ ○ ○ ○ ー ー ○ ○ ○

・安心して健康に生きる権利
・個性が尊重され自分らしく生きる権利
・自ら守り、守られ、育まれる権利
・社会に参加する権利

・市が伴走型支援の実施を規定
・貧困の防止

磐田市
※策定中

磐田市こどもの権利と笑顔
約束条例

R７.５ ー ○ ○ ○ ○ ○ ○ ー ー ○ ○ ○

・個人として尊重される権利
・生命、生存及び発達に対する権利
・意見の表明及び社会へ参画する権利
・こどもの最善の利益が考慮される権利

・こどもの役割を明記

尼崎市 尼崎市子どもの育ちの支援
条例

H21.12
R３.４改正
R５.３改正

子どものための権利擁護委員会
（R３.４設置）

○ ○ ○ ○ ○ ○ ー ー ー ー ー ー

・子どもに関する施策の策定及び推進、推進計画の策定
【主な改正内容（R３.４）】
・子どものための権利擁護委員会設置に関する条文を追加
・子どもの権利について学ぶ機会等の保障を追記
【主な改正内容など（R５.３）】
・市の他法律改正に伴う軽微な文言修正
・条例内容に変更はなし

世田谷区
※策定中

世田谷区子ども条例

H14.４
H25.４改正
R７.４改正予
定

せたがやホッと子どもサポート
（せたホッと） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ー ○ ○ ー ○ ー

・全文で漢字にふりがな付
・子どもの人権擁護委員を規定
・子どもの権利条例へ改正予定
【主な改正内容など（H25.４）】
・せたがやホッと子どもサポートの設置に関する条文を追記

参
考

浜松市 浜松市子ども育成条例 H22.４ ー ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ー ー ー ー ー ・子どもふれあい週間について規定

県
内

そ
の
他

令和７年３月　浜松市こども若者政策課調べ

政
令
市

禁止に係る条文

定めたこどもの権利 備考

策定中 策定中

主な自治体 条例名 施行時期
権利侵害の
救済機関名

周知
啓発

責務・役割

資料２






























